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須崎市の特定利用港湾の指定を受け入れ港湾施設の早期の機能強化に向けた 

実現を求める意見書（案） 

 

昨今の世界情勢においてロシアによるウクライナ侵攻を契機とした力による一方的な現状変更の

試みが国際秩序の崩壊に繋がる懸念がこれまでになく高まっている状況だと承知しており、政府に

おいて「特定利用空港・港湾」は有事に備えて平時から自衛隊や海上保安庁の船舶や航空機が円滑

に利用できるようにするものと理解しています。 

さらには近年、日本各地で度々起きている大規模な自然災害から国民の生命・身体・財産を守

り、経済活動にも支障が少なく不安のない日常生活基盤を守るための施策と認識しています。 

本市も地形的に恵まれた良好な港湾を擁し、石灰石の生産やセメント製造等の大企業が立地して

いることで四国一貨物量の多い港湾として発展しています。しかし、恵まれた地形が故に南海地震

やチリ津波の歴史的な被害も受け 3.１１東北大震災時でも漁業者を中心に３０億円近い被害額を被

り、西日本エリア最大の被害を受けた港湾でもあります。 

港湾を中心として近隣市町村の産業や生活を支えて栄えてきた本市の使命において、特定利用港

湾の指定を受け入れ地域産業支える商業港湾の地域振興と有事に備える特定利用港湾の機能強化は

必須だと認識を共有するものです。 

つきましては、国と県は連携して地域住民に対しても説明責任が果たせるよう重要な情報を共有

して頂き、今後の有事を含む自然災害に対する万全の体制を構築するための施策・財政措置を早期

に実現して頂きますよう、強く要請致します。 



 

記 

 

１．総合的な防衛体制の強化と多大な被害が想定される南海トラフ地震から住民の生命・身体・財

産を守るための万全な公共インフラ整備と機能強化を早期に実現すること。 

２．国・県において、住民の不安を取り除く説明責任を果たし、円滑な利用促進が可能になる情報

開示と事業の促進を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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